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各分野の政策・ 施策

【 分野1 】

市民活躍

政
策
１

誰も が個性と 能力を 発揮し 活躍でき る

まち づく り の推進 ● ●

【 分野2 】

文化・

スポーツ

政
策
２

文化芸術の発展・ 継承によ る 心豊かな

暮ら し の充実 ●

政
策
３

スポーツによる活力の創出 ●

【 分野3 】

子育て・

教育

政
策
４

結婚・ 出産・ 子育ての希望がかない、

子ども が笑顔で健やかに育つ社会の実現 ● ● ● ● ●

政
策
５

学・ 社・ 民の融合によ る 人づく り 、 地

域づく り 、 学校づく り の推進 ● ● ●

【 分野4 】

健康・ 福祉

政
策
６

生涯にわたる 健康で安心な暮ら し の実

現 ● ●

政
策
７

自分ら し く いき いき と 安心し て心豊か

に暮ら せる地域共生社会の実現 ● ● ● ●

【 分野5 】

産業・ 交流

政
策
８

地域経済に活力を 生み出す産業の振興

と 雇用の創出 ●

政
策
９

都市と 田園の調和を 活かし た持続可能

な農林水産業の実現 ● ●

政
策
1 0

魅力と 拠点性を活かし た交流の促進

政
策
1 1

新潟暮ら し の魅力発信と 移住・ 定住の

促進

【 分野6 】

安心・ 安全

政
策
1 2

市民生活の安心・ 安全の確保 ●

政
策
1 3

災害に強い地域づく り と 消防・ 救急体

制の充実 ● ●

【 分野7 】

まちづく り ・

イ ンフ ラ

政
策
1 4

誰も が暮ら し やすく 、

持続的に発展するまち づく り の推進

政
策
1 5

安心・ 安全で持続可能なイ ン フ ラ の整

備 ●

【 分野8 】

環境

政
策
1 6

将来世代に向けた豊かな自然と 生活環

境の保全 ● ● ● ●

持続可能な

行財政運営

１
市民から 信頼さ れる 持続可能な行政運

営 ●

２ 市政の基礎と なる持続可能な財政運営

３
多様な主体と の連携・ 協働によ る 新し

い価値の創造

1 政策・ 施策と 関連する主なSD G s
＊1

ゴール

＊1

＊1  Susta ina b le  Deve lopment Goa ls（ 持続可能な開発目標） の略。 より よい社会の実現を目指す2 0 3 0 年までの世界共通の目標で、2 0 1 5 年の「 国

連持続可能な開発サミ ッ ト 」 において1 9 3 の加盟国の全会一致により 採択さ れた。 将来世代のこ と を考えた持続可能な世界を 実現するための1 7

の目標と 1 6 9 のタ ーゲッ ト から 構成さ れている。
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● ● ● ● ●

● ● ●

● ● ●

● ● ● ● ●

● ● ● ● ●

● ●

● ● ● ● ●

● ● ● ● ●

● ● ● ● ● ● ● ●

● ● ● ● ●

● ● ●

● ●

● ● ●

● ● ● ● ●

● ● ● ● ●

● ● ● ● ● ● ● ● ●
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● ● ●

● ●
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2 成果指標（ 総合指標・ 政策指標）一覧表

指標
通番

分野 政策
掲載

ページ
指標名 現状値

中間目標
令和8（ 2 0 2 6 ）年度

最終目標
令和1 2（ 2 0 3 0 ）年度

1 総合指標 － P 6 7 社会動態
7 1 4 人

転出超過
（ 令和3 年）

転出超過を解消する
（ 令和8 年）

転出超過を解消する
（ 令和1 2 年）

2 総合指標 － P 6 7 合計特殊出生率
1 .3 3

（ 令和3 年）
1 .3 5

（ 令和7 年）
1 .3 8

（ 令和1 1 年）

3 総合指標 － P 6 7
新潟市に住み続けた い市民の
割合

8 8 .2 ％
（ 令和4 年度）

9 0 .0 ％
（ 令和8 年度）

9 0 .0 ％
（ 令和1 2 年度）

4 総合指標 － P 6 7
将来世代のこ と も 大切にし た
持続可能な ま ち づく り が進ん
でいると 思う 市民の割合

2 1 .8 ％
（ 令和4 年度）

3 6 .0 ％
（ 令和8 年度）

5 0 .0 ％
（ 令和1 2 年度）

5
分野1
市民活躍

政策1
市民活躍

P8 7
P1 1 7

地域活動に参加し た 経験のあ
る市民の割合

3 6 .0 ％
（ 令和4 年度）

4 4 .0 ％
（ 令和8 年度）

5 0 .0 ％
（ 令和1 2 年度）

6
分野1
市民活躍

政策1
市民活躍

P1 1 7
地域コ ミ ュ ニテ ィ 協議会にお
ける 活動状況・ 人員体制・ 財
政状況などの自己目標達成度

5 5 .4 ％
（ 令和4 年度）

7 0 .0 ％
（ 令和8 年度）

8 0 .0 ％
（ 令和1 2 年度）

7
分野1
市民活躍

政策1
市民活躍

P1 1 7
社会全体における 男女の地位
が平等で ある と 思う 市民の割
合

1 4 .1 ％
（ 令和4 年度）

2 2 .0 ％
（ 令和8 年度）

5 0 .0 ％
（ 令和1 2 年度）

8
分野1
市民活躍

政策1
市民活躍

P1 1 7

障がいを 理由と し て 差別・ 暮
ら し にく さ を 感じ た り 、 いや
な 思いを し たこ と がな い障が
い者の割合

6 9 .4 ％
（ 令和2 年度）

7 1 .4 ％
（ 令和8 年度）

7 3 .4 ％
（ 令和1 1 年度）

9
分野1
市民活躍

政策1
市民活躍

P1 1 7
新潟市は暮ら し やすいま ち だ
と 思う 外国籍市民の割合

7 4 .2 ％
（ 令和4 年度）

8 0 .0 ％
（ 令和8 年度）

9 0 .0 ％
（ 令和1 2 年度）

1 0
分野1
市民活躍

政策1
市民活躍

P1 1 7
自分や、 周り の人の人権を 意
識し な がら 、 生活し て いる 市
民の割合

6 4 .1 ％
（ 令和4 年度）

6 7 .0 ％
（ 令和8 年度）

7 0 .0 ％
（ 令和1 2 年度）

1 1
分野2
文化・ スポーツ

政策2
文化

P1 2 2
文化芸術活動（ 鑑賞含む） を
行う 市民の割合

5 1 .7 ％
（ 令和4 年度）

5 5 .8 ％
（ 令和8 年度）

6 0 .0 ％
（ 令和1 2 年度）
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指標の定義・ 説明 目標設定の考え方 データ 出典 関連するS D G s ゴール

1 0 月1 日を 基準と し た1 年間における
転入および転出による人口の動き

転出超過の傾向が続いているこ と から 、
転出超過を 解消し 、 その状態を 堅持す
るこ と を 目標と する。

新潟県　 新潟県人口移
動調査結果報告

　 　 　  

1 5 歳～4 9 歳の女性の年齢別出生率の
合計（ 一人の女性が一生の間に生む子
ども の数に相当）

結婚・ 出産・ 子育て の希望を かなえ る
こ と で向上さ せ、 合併後最高値の1 .3 7
を 上回るこ と を 目標と する。

厚生労働省　 人口動態
統計調査
新潟県　 人口動態統計

（ 確定数） の概況（ 新潟
県版）

　 　 　  

ア ン ケート の設問に対し て 肯定的な 回
答を し た人の割合

現 在 の 高 い 水 準 を 維 持・ 向 上 さ せ、
9 0 ％以上を 達成し 、 それを 堅持し てい
く こ と を 目標と する。

新潟市　 市政世論調査
新潟市　 総合計画成果
指標に 関する ア ン ケ ー
ト 調査

　 　 　  

ア ン ケート の設問に対し て 肯定的な 回
答を し た人の割合

将来想定さ れる 変化・ 課題を 見据えた
持続可能な ま ち づく り を 着実に進め、
市民の半数（ 5 0 ％） 以上が肯定的に回
答する状態を 目標と する。

新潟市　 総合計画成果
指標に 関する ア ン ケ ー
ト 調査

　 　 　  

アンケート の設問に対し て過去1 年間に
1 回以上参加し た経験があると 回答し た
人の割合

地域の担い手不足を 訴える 声が多く 聞
かれる こ と から 、 市民の半数（ 5 0 ％）
以上が地域の担い手と し て 地域活動に
参画する状態を 目標と する。

新潟市　 総合計画成果
指標に 関する ア ン ケ ー
ト 調査

　 　 　  

全て の地域コ ミ ュ ニテ ィ 協議会に対し
て、 活動内容、 負担感、 人材、 財政な
ど の運営状況に関する 自己分析方式の
調査を 行い、 自己目標への達成度を 数
値化し たも の

概ね目標を 達成し ている（ ほぼ満足し
ている ） 状態と し て8 0 ％以上を 目標と
する。

担当部署で把握 　 　 　  

ア ン ケート の設問に対し て「 平等で あ
る」 と 回答し た人の割合

国の第5 次男女共同参画基本計画にお
いて2 0 2 5 年までの目標を「 当面5 0 ％」
と 設定し ている こ と を 踏まえて、 5 0 ％
以上を 目標と する。

新潟市　 総合計画成果
指標に 関する ア ン ケ ー
ト 調査

　 　 　  

ア ン ケート の設問に対し て「 な い」 と
回答し た障がい者の割合

障がいや障がいのある 人に対する 理解
を 広める こ と が重要で ある こ と から 、
中間年度で 現状から 2 ％、 最終年度で
4 ％以上向上さ せるこ と を 目標と する。

新潟市　 障がい のあ る
人全般を 対象と し た ア
ンケート 調査

　 　 　  　 　 　  

ア ン ケート の設問に対し て 肯定的な 回
答を し た人の割合

多文化共生のま ち づく り を 進め、 今後
本市がよ り 多く の外国人から も 「 選ば
れる 都市」 になる よ う 、 9 0 ％以上を 目
標と する。

新潟市　 外国籍市民ア
ンケート 調査

　 　 　  

ア ン ケート の設問に対し て 肯定的な 回
答を し た人の割合

新潟市人権に関する 市民意識調査の結
果では市民の人権に対する 関心度が若
干低下傾向にある が、 その中でも 肯定
的な 回答を し た 割合を 増やし て いき 、
7 0 ％以上を 目標と する。

新潟市　 総合計画成果
指標に 関する ア ン ケ ー
ト 調査

　 　 　  

1 年間に文化芸術を 直接鑑賞し たり 、 活
動を 実践し たり し たこ と がある 人の割
合

現状は国の調査結果を 上回る 水準にあ
る が、 類似の政令指定都市と 比較し て
も 高い水準を 目指し 、 市民の6 0 ％以上
が文化芸術活動を 行っ たこ と がある 状
態を 目標と する。

新潟市　 総合計画成果
指標に 関する ア ン ケ ー
ト 調査
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指標
通番

分野 政策
掲載

ページ
指標名 現状値

中間目標
令和8（ 2 0 2 6 ）年度

最終目標
令和1 2（ 2 0 3 0 ）年度

1 2
分野2
文化・ スポーツ

政策2
文化

P1 2 2 文化的な環境への満足度
3 5 .7 ％

（ 令和4 年度）
4 2 .8 ％

（ 令和8 年度）
5 0 .0 ％

（ 令和1 2 年度）

1 3
分野2
文化・ スポーツ

政策3
スポーツ

P1 2 6
週1 日以上ス ポーツ を する 市
民の割合

5 0 .8 ％
（ 令和4 年度）

6 0 .4 ％
（ 令和8 年度）

7 0 .0 ％
（ 令和1 2 年度）

1 4
分野2
文化・ スポーツ

政策3
スポーツ

P1 2 6 スポーツ環境への満足度
4 2 .5 ％

（ 令和4 年度）
5 1 .3 ％

（ 令和8 年度）
6 0 .0 ％

（ 令和1 2 年度）

1 5
分野3
子育て・ 教育

政策4
子育て

P1 3 3 婚姻件数
2 ,9 0 6 件

（ 令和3 年）

1 1 ,0 0 0 件
（ 令和5 年～
令和8 年累計）

2 0 ,9 0 0 件
（ 令和5 年～

令和1 2 年累計）

1 6
分野3
子育て・ 教育

政策4
子育て

P9 1
P1 3 3

夫婦が実際にも つ予定の子ど
も の人数

2 .2 1 人
（ 令和4 年度）

2 .2 4 人
（ 令和8 年度）

2 .2 7 人
（ 令和1 2 年度）

1 7
分野3
子育て・ 教育

政策4
子育て

P1 3 3
新潟市は子育て し やすいま ち
だと 思う 保護者の割合

7 4 .1 ％
（ 令和4 年度）

7 7 .0 ％
（ 令和8 年度）

8 0 .0 ％
（ 令和1 2 年度）

1 8
1 9

分野3
子育て・ 教育

政策5
教育

P1 3 9
将来の夢や目標を 持っ て いる
と 回答し た児童生徒の割合

小6  8 0 .3 ％
中3  6 7 .7 ％

（ 令和4 年度）

小6  8 4 .0 ％
中3  7 2 .0 ％

（ 令和8 年度）

小6  8 8 .0 ％
中3  7 6 .0 ％

（ 令和1 2 年度）

2 0
2 1

分野3
子育て・ 教育

政策5
教育

P1 3 9

学習や生活において、 自分で
考え 課題を 解決し た り 、 自分
で 判断し て 行動し た と 回答し
た児童生徒の割合

小6  8 6 .3 ％
中3  8 7 .0 ％

（ 令和3 年度）

小6  8 8 .0 ％
中3  8 8 .0 ％

（ 令和8 年度）

小6  9 0 .0 ％
中3  9 0 .0 ％

（ 令和1 2 年度）

2 2
2 3

分野3
子育て・ 教育

政策5
教育

P1 3 9
自分にはよ いと こ ろ がある と
回答し た児童生徒の割合

小6  7 8 .8 ％
中3  7 7 .6 ％

（ 令和3 年度）

小6  8 1 .0 ％
中3  8 1 .0 ％

（ 令和8 年度）

小6  8 3 .0 ％
中3  8 3 .0 ％

（ 令和1 2 年度）

2 4
分野3
子育て・ 教育

政策5
教育

P1 3 9

生涯学習活動で 身に付けた知
識や技能を 、 地域や学校、 ボ
ラ ン テ ィ ア 活動に活かし て い
る市民の割合

1 2 .2 ％
（ 令和4 年度）

1 6 .0 ％
（ 令和8 年度）

2 0 .0 ％
（ 令和1 2 年度）

2 5
2 6

分野3
子育て・ 教育

政策5
教育

P9 1
P1 3 9

地域や社会を よ く する ために
何を すべき かを 考え る こ と が
ある と 回答し た児童生徒の割
合

小6  5 9 .3 ％
中3  4 6 .9 ％

（ 令和4 年度）

小6  6 4 .0 ％
中3  5 2 .0 ％

（ 令和8 年度）

小6  6 9 .0 ％
中3  5 7 .0 ％

（ 令和1 2 年度）

2 7
2 8

分野4
健康・ 福祉

政策6
健康・ 保健

P1 4 4
健康寿命（ 日常生活に制限の
ない期間の平均）

男性 7 2 .5 2 歳
女性 7 5 .4 4 歳
（ 令和元年）

男性 7 2 .7 8 歳
女性 7 5 .9 5 歳
（ 令和4 年）

男性 7 3 .5 3 歳
女性 7 6 .7 0 歳
（ 令和1 0 年）
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指標の定義・ 説明 目標設定の考え方 データ 出典 関連するS D G s ゴール

文化芸術を 直接鑑賞し たり 、 活動を 実
践し た り する ための環境の満足度を 問
う ア ン ケート の設問に対し て 肯定的な
回答を し た人の割合

策定時点の否定的回答者の割合を 踏ま
え て、 本市の文化的な 環境に市民の半
数（ 5 0 ％） 以上が満足し ている 状態を
目標と する。

新潟市　 総合計画成果
指標に 関する ア ン ケ ー
ト 調査

アンケート の設問に対し て過去1 年間週
1 日以上運動やスポーツを 行っ たと 回答
し た人の割合

国のス ポーツ 基本計画（ 第3 期） の目
標値（ 令和8 年度末： 7 0 ％） を 踏まえて、
市民の7 0 ％以上が週1 日以上スポーツ
を する状態を 目標と する。

新潟市　 総合計画成果
指標に 関する ア ン ケ ー
ト 調査

　

ス ポーツ を 実施する、 観戦する な ど の
ス ポーツ を 取り 巻く 環境の満足度を 問
う ア ン ケート の設問に対し て 肯定的な
回答を し た人の割合

策定時点の否定的回答者の割合を 踏ま
え て、 本市のス ポ ー ツ 環境に 市民の
6 0 ％以上が満足し ている状態を 目標と
する。

新潟市　 総合計画成果
指標に 関する ア ン ケ ー
ト 調査

　 　 　  

人口動態統計調査に基づく 1 年間の婚姻
件数

策定時点の1 8 ～4 9 歳の未婚者数と 、
新潟市結婚と 出生に 関する 意識調査

（ 令和4 年） において 今後8 年以内に結
婚を 希望する 人の割合を も と に、 希望
の8 0 ％が実現し た場合の累計婚姻件数
を 目標と する。

厚生労働省　 人口動態
統計調査

アンケート 調査における回答の平均値

夫婦が理想と する 子ど も の人数を も つ
こ と ができ る よ う 、 出産と 子育て の希
望を かなえ、 過去の調査における 最高
値（ 平成2 7 年： 2 .2 7 人） 以上を 目標
と する。

新潟市　 子育て 市民ア
ンケート
新潟市　 子ど も 子育て
支援に 関する ニ ーズ調
査

　 　 　  

ア ン ケート の設問に対し て 肯定的な 回
答を し た人の割合

子育て世帯の満足度を 高め、 8 0 ％以上
に向上さ せるこ と を 目標と する。

新潟市　 子育て 市民ア
ンケート
新潟市　 子ど も 子育て
支援に 関する ニ ーズ調
査

　 　 　  　 　 　  

ア ン ケート の設問に対し て 肯定的な 回
答を し た人の割合

小中学校と も に過去8 年間の最高値（ 平
成2 6 年度:小6  8 7 .4 % 　 中3  7 2 .5 % ）
を 上回る数値を 目標と する。

文部科学省　 全国学力・
学習状況調査

　 　 　  

ア ン ケート の設問に対し て 肯定的な 回
答を し た人の割合

国の全国学力・ 学習状況調査の類似質
問において、 本市は既に高い水準かつ
政令指定都市の中でも 上位にある 状況
を 踏ま え て、 現状値から 3 ポイ ン ト 程
度向上さ せるこ と を 目標と する。

新潟市　 生活・ 学習意
識調査

　 　 　  

ア ン ケート の設問に対し て 肯定的な 回
答を し た人の割合

市調査や国の全国学力・ 学習状況調査
の類似質問における 状況を 踏ま え、 現
状値から 5 ポイ ン ト 程度向上さ せる こ
と を 目標と する。

新潟市　 生活・ 学習意
識調査

　 　 　  

ア ン ケート の設問に対し て 肯定的な 回
答を し た人の割合

国の生涯学習に関する 世論調査の結果
を 踏ま え、 現状値の倍程度の数値ま で
高めるこ と を 目標と する。

新潟市　 総合計画成果
指標に 関する ア ン ケ ー
ト 調査

　 　 　  　 　 　 　

ア ン ケート の設問に対し て 肯定的な 回
答を し た人の割合

こ れま での調査における 状況やコ ミ ュ
ニテ ィ ・ スク ールの導入を 踏ま え、 現
状値から 1 0 ポイ ント 程度向上さ せるこ
と を 目標と する。

文部科学省　 全国学力・
学習状況調査

　 　 　  　 　 　 　

国民生活基礎調査において、「 あなたは
現在、 健康上の問題で 日常生活に何か
影響があり ま すか」 の質問に対し 「 な
い」 の回答を 「 健康」、「 ある 」 の回答
を 「 不健康」 と 定義づけて算出

国の健康寿命延伸プ ラ ン の目標と 同様
に、 令和2 2 年ま で に平成2 8 年（ 男性
7 2 .0 3 歳 女性7 5 .2 0 歳） と 比べて健康
寿命を 3 年延伸し 、 男女と も に7 5 歳以
上と するこ と を 目指す。
総合計画において は、 そこ から 逆算し
て設定し た数値を 目標と する。

健康寿命の算定・ 評価
と 延伸可能性の予測に
関する研究
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指標
通番

分野 政策
掲載

ページ
指標名 現状値

中間目標
令和8（ 2 0 2 6 ）年度

最終目標
令和1 2（ 2 0 3 0 ）年度

2 9
分野4
健康・ 福祉

政策6
健康・ 保健

P1 4 4
自分が健康だと 思う 市民の割
合

7 7 .8 ％
（ 令和4 年度）

現状値を 上回る
（ 令和8 年度）

中間値を 上回る
（ 令和1 2 年度）

3 0
分野4
健康・ 福祉

政策6
健康・ 保健

P1 4 4
新潟市の医療が充実し て いる
と 思う 人の割合

4 7 .6 ％
（ 令和2 年度）

4 9 .2 ％
（ 令和8 年度）

5 0 .0 ％
（ 令和1 1 年度）

3 1
分野4
健康・ 福祉

政策6
健康・ 保健

P1 4 4
自殺死亡率（ 人口1 0 万人当た
り の自殺者数）

1 5 .6
（ 令和3 年）

1 3 .4
（ 令和8 年）

1 3 .4 より 減少
（ 令和1 2 年）

3 2
3 3

分野4
健康・ 福祉

政策7
福祉

P1 4 9
健康寿命（ 日常生活に制限の
ない期間の平均）

【 再掲】

男性 7 2 .5 2 歳
女性 7 5 .4 4 歳
（ 令和元年）

男性 7 2 .7 8 歳
女性 7 5 .9 5 歳
（ 令和4 年）

男性 7 3 .5 3 歳
女性 7 6 .7 0 歳
（ 令和1 0 年）

3 4
分野4
健康・ 福祉

政策7
福祉

P8 7
P1 4 9

住み慣れた地域で 安心し て 暮
ら し 続ける こ と がで き る と 思
う 高齢者の割合

7 9 .3 ％
（ 令和4 年度）

8 0 .0 ％
（ 令和8 年度）

8 0 .0 ％
（ 令和1 2 年度）

3 5
分野4
健康・ 福祉

政策7
福祉

P1 4 9

障がいを 理由と し て 差別・ 暮
ら し にく さ を 感じ た り 、 いや
な 思いを し たこ と がな い障が
い者の割合

【 再掲】

6 9 .4 ％
（ 令和2 年度）

7 1 .4 ％
（ 令和8 年度）

7 3 .4 ％
（ 令和1 1 年度）

3 6
分野4
健康・ 福祉

政策7
福祉

P1 4 9 障害者雇用率
2 .0 8 ％

（ 令和3 年度）
2 .3 0 ％

（ 令和8 年度）
2 .6 0 ％

（ 令和1 2 年度）

3 7
分野4
健康・ 福祉

政策7
福祉

P1 4 9
就労支援を 受けた生活困窮者
の う ち、 就 労 や 増 収 に つ な
がっ た人の割合

3 5 .0 ％
（ 令和3 年度）

5 5 .0 ％
（ 令和8 年度）

7 5 .0 ％
（ 令和1 2 年度）

3 8
分野5
産業・ 交流

政策8
産業・ 雇用

P7 8
P1 5 5

一人当たり 市民所得
（ 市民経済計算によ る一人当た
り 市民所得）

3 ,0 2 5 千円
（ 令和元年度）

3 ,1 7 9 千円
（ 令和5 年度）

3 ,3 4 0 千円
（ 令和9 年度）

3 9
分野5
産業・ 交流

政策8
産業・ 雇用

P7 8
P1 5 5

職業を 理由と し た県外と の転
出入数

2 ,0 0 8 人
転出超過

（ 令和3 年）

転出超過の縮小
（ 令和8 年）

転出超過の縮小
（ 令和1 2 年）

4 0
分野5
産業・ 交流

政策8
産業・ 雇用

P1 5 5
大学等新規学卒者の県内就職
率

5 8 .8 ％
（ 令和3 年度）

前年度実績以上
（ 令和8 年度）

前年度実績以上
（ 令和1 2 年度）
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指標の定義・ 説明 目標設定の考え方 データ 出典 関連するS D G s ゴール

アン ケート の設問に対し て「 よ い」「 ま
あよい」「 ふつう 」 と 回答し た人の割合

超高齢社会が進展する 中において も 、
市民一人一人の健康づく り を 推進する
こ と で、 現状値よ り 中間値、 中間値よ
り 最終値がそれぞれ上回る こ と を 目標
と する。

新潟市　 総合計画成果
指標に 関する ア ン ケ ー
ト 調査

　 　 　  　 　 　 　

ア ン ケート の設問に対し て 肯定的な 回
答を し た人の割合

医療従事者を 含む労働人口が減少し 、
かつ高齢化に伴う 医療の需要増加が見
込まれる 中でも 向上さ せ、 5 0 ％以上に
するこ と を 目標と する。

新潟市　 医療に 関する
意識調査

　 　 　  　 　 　 　

人口1 0 万人当たり の自殺者数

国の自殺総合対策大綱の目標と 同様に、
平成2 7 年の自殺死亡率（ 1 9 .2 ） を 令
和8 年ま でに3 0 ％減少さ せる こ と を 目
指し 、 最終年度にはそこ から さ ら に減
少さ せるこ と を 目標と する。

厚生労働省　 人口動態
統計調査

国民生活基礎調査において、「 あなたは
現在、 健康上の問題で 日常生活に何か
影響があり ま すか」 の質問に対し 「 な
い」 の回答を 「 健康」、「 ある 」 の回答
を 「 不健康」 と 定義づけて算出

国の健康寿命延伸プ ラ ン の目標と 同様
に、 令和2 2 年ま で に平成2 8 年（ 男性
7 2 .0 3 歳 女性7 5 .2 0 歳） と 比べて健康
寿命を 3 年延伸し 、 男女と も に7 5 歳以
上と するこ と を 目指す。
総合計画において は、 そこ から 逆算し
て設定し た数値を 目標と する。

健康寿命の算定・ 評価
と 延伸可能性の予測に
関する研究

　 　 　  　 　 　 　

ア ン ケート の設問に対し て 肯定的な 回
答を し た人の割合（ 6 5 歳以上の高齢者
を 対象と し た設問）

今後、 介護人材の需給ギャ ッ プ の拡大
が見込ま れる な ど、 少子高齢化の進展
によ る 影響が懸念さ れる 中でも 、 現状
から さ ら に向上さ せ、 その水準を 堅持
するこ と を 目標と する。

新潟市　 総合計画成果
指標に 関する ア ン ケ ー
ト 調査

　 　 　  　 　 　  

ア ン ケート の設問に対し て「 な い」 と
回答し た障がい者の割合

障がいや障がいのある 人に対する 理解
を 広める こ と が重要で ある こ と から 、
中間年度で 現状から 2 ％、 最終年度で
4 ％以上向上さ せるこ と を 目標と する。

新潟市　 障がい のあ る
人全般を 対象と し た ア
ンケート 調査

　 　 　  　 　 　  

常時雇用し て いる 労働者のう ち、 障が
い者手帳を 持つ障がい者の割合

国の定める 法定雇用率（ 2 .3 0 ％） を 下
回っ て いる こ と から 、 中間年度ま でに
その水準ま で引き 上げ、 最終年度では
現在の地方公共団体の法定雇用率ま で
向上さ せるこ と を 目標と する。

新潟労働局　 障害者雇
用状況の集計結果

　 　 　  　 　 　 　

生活困窮者自立支援制度において、 自
立相談支援機関によ り 就労支援プ ラ ン
が作成さ れ、 支援を 受け た 人のう ち、
新たに就労し た人及び就労によ る 収入
が増加し た人の割合

国の新経済・ 財政再生計画改革工程表
2 0 1 8 における 目標と 同様に、 7 5 ％以
上を 目標と する。

担当部署で把握 　 　 　  　 　 　 　

市民所得（ 雇用者報酬+ 財産所得+ 企業
所得） を 新潟市の総人口（ 推計人口：
各年1 0 月1 日現在） で割っ た値

過去8 年間の政令指定都市の平均伸び
率を 確保し 、 人口減少下においても 現
状の経済規模を 維持する 水準の金額を
目標と する。

新潟市　 新潟市の市民
経済計算

　 　 　  　 　 　  

社会動態における、 県外と の移動理由
別転出入数のう ち「 職業」 を 理由と し
たも の

総合指標「 社会動態」 の転出超過を 解
消する ため、 その大き な要因と なっ て
いる 職業を 理由と し た県外への転出超
過を 縮小するこ と を 目標と する。

新潟県　 新潟県人口移
動調査結果報告

　 　 　  　 　 　 　

県内大学等の新規学卒者で 就職し た者
のう ち、 県内で就職し た者の割合

低下傾向にある県内就職率を 、 平成2 3
年度の6 9 .8 ％程度まで回復さ せる こ と
を 当面の目標と し 、 各年度において前
年度実績以上と するこ と を 目標と する。

新潟労働局　 高等学校・
大学等新規卒業者の職
業紹介状況
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指標
通番

分野 政策
掲載

ページ
指標名 現状値

中間目標
令和8（ 2 0 2 6 ）年度

最終目標
令和1 2（ 2 0 3 0 ）年度

4 1
分野5
産業・ 交流

政策8
産業・ 雇用

P9 3
P1 5 5

勤め先が働き やすい職場で あ
ると 思う 市民の割合

6 4 .6 ％
（ 令和4 年度）

7 2 .0 ％
（ 令和8 年度）

8 0 .0 ％
（ 令和1 2 年度）

4 2
分野5
産業・ 交流

政策8
産業・ 雇用

P9 3
P1 5 5

年次有給休暇取得率
5 4 .0 ％

（ 令和3 年度）
6 2 .0 ％

（ 令和8 年度）
7 0 .0 ％

（ 令和1 2 年度）

4 3
4 4

分野5
産業・ 交流

政策9
農林水産

P8 0
P1 6 1

農業産出額推計値

全体
5 6 9 .9 億円
う ち園芸

1 9 6 .1 億円
（ 令和2 年）

全体
5 7 1 .4 億円
う ち園芸

2 1 1 .1 億円
（ 令和7 年）

全体
5 7 3 .0 億円
う ち園芸

2 2 3 .0 億円
（ 令和1 1 年）

4 5
分野5
産業・ 交流

政策9
農林水産

P8 0
P1 6 1

新潟市の農水産物な ど に対し
て 誇り や愛着を 持つ市民の割
合

8 6 .9 ％
（ 令和4 年度）

9 0 .0 ％
（ 令和8 年度）

9 0 .0 ％
（ 令和1 2 年度）

4 6
4 7

分野5
産業・ 交流

政策1 0
観光・ 交流

P8 2
P1 6 7

延べ宿泊者数

日本人
1 7 2 .8 万人泊

外国人
0 .4 万人泊

（ 令和3 年）

日本人
2 2 7 .2 万人泊

外国人
9 .2 万人泊

（ 令和8 年）

日本人
2 3 0 .0 万人泊

外国人
1 8 .0 万人泊

（ 令和1 2 年）

4 8
分野5
産業・ 交流

政策1 0
観光・ 交流

P8 2
P1 6 7

観光入込客数
1 ,1 6 9 万人

（ 令和3 年）
1 ,9 2 5 万人

（ 令和8 年）
2 ,0 4 5 万人

（ 令和1 2 年）

4 9
5 0

分野5
産業・ 交流

政策1 0
観光・ 交流

P1 6 7
新潟市は国際的な ま ち だと 思
う 市民の割合

市民全体
1 5 .5 ％

外国籍市民
3 6 .0 ％

（ 令和4 年度）

市民全体
3 0 .0 ％

外国籍市民
5 0 .0 ％

（ 令和8 年度）

市民全体
5 0 .0 ％

外国籍市民
7 0 .0 ％

（ 令和1 2 年度）

5 1
分野5
産業・ 交流

政策1 1
移住・ 定住

P8 4
P1 7 2

職業を 理由と し た県外と の転
出入数

【 再掲】

2 ,0 0 8 人
転出超過

（ 令和3 年）

転出超過の縮小
（ 令和8 年）

転出超過の縮小
（ 令和1 2 年）

5 2
分野5
産業・ 交流

政策1 1
移住・ 定住

P8 4
P1 7 2

大学等新規学卒者の県内就職
率

【 再掲】

5 8 .8 ％
（ 令和3 年度）

前年度実績以上
（ 令和8 年度）

前年度実績以上
（ 令和1 2 年度）

5 3
分野5
産業・ 交流

政策1 1
移住・ 定住

P1 7 2
関係人口の創出につな がる 施
策を 通じ て 新潟市で の暮ら し
に興味を 抱いた人の割合

1 0 0 ％
（ 令和4 年度）

1 0 0 ％
（ 令和8 年度）

1 0 0 ％
（ 令和1 2 年度）
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指標の定義・ 説明 目標設定の考え方 データ 出典 関連するS D G s ゴール

ア ン ケート の設問に対し て 肯定的な 回
答を し た人の割合（ 勤め人を 抽出）

策定時点の調査において「 ど ち ら かと
い え ばそ う 思わな い 」 と 回答し た 人

（ 1 3 .1 ％） から 肯定的な 回答を 得る こ
と を 目安に、 8 0 ％以上を 目標と する。

新潟市　 総合計画成果
指標に 関する ア ン ケ ー
ト 調査

　 　 　

市内事業所の年次有給休暇の取得率
（ 繰り 越し 分を 除く ）

国において7 0 ％を 目標と し ているこ と
を 踏まえ、 本市においても 7 0 ％以上を
目標と する。

新潟市　 賃金労働時間
等実態調査

　 　 　

農林水産省が公表する 都道府県別農業
産出額（ 品目別生産量に農家庭先販売
価格を 乗じ たも の） を、 農林業セン サ
ス 及び作物統計を 用いて 按分し 、 市町
村別推計値を 算出し たも の

農業者の高齢化や人口減少を 背景と し
た米の需要減少が進む中で も 、 複合営
農や園芸産地化に向けた 取組を 進め、
農業産出額（ 販売収入） を 増加さ せる
こ と を 目標と する。

農林水産省　 市町村別
農業産出額（ 推計）

　 　 　  　 　 　  

ア ン ケート の設問に対し て 肯定的な 回
答を し た人の割合

既に高い水準にある が、 策定時点の調
査において「 ど ち ら かと いえば誇り や
愛着がな い 」 と 回答し た 人（ 4 .0 ％）
から 肯定的な回答を 得るこ と を 目安に、
9 0 ％以上を 目標と する。

新潟市　 総合計画成果
指標に 関する ア ン ケ ー
ト 調査

　 　 　  　 　 　  

新潟市内の宿泊施設に宿泊し た 延べ人
数
観光庁の公表値（ ホ テ ル、 旅館、 簡易
宿所、 会社・ 団体の宿泊所の延べ宿泊
者数） を 基に市で推計し た値

【 日本人】
令和6 年に、 新型コ ロ ナウイ ルス 感染
症拡大前の水準（ 令和元年： 2 2 5 .8 万
人泊） まで戻し 、 令和1 2 年に過去最高
と なる2 3 0 万人泊を 目標と する。

【 外国人】
令和8 年に、 新型コ ロ ナウイ ルス 感染
症拡大前の水準（ 令和元年： 9 .2 万人泊）
まで戻し 、 令和1 2 年に過去最高と なる
1 8 万人泊を 目標と する。

観光庁　 宿泊旅行統計
調査（ 暦年） に 基づく
新潟市推計

　 　 　

新潟市内の観光地点及び行祭事・ イ ベ
ント を 訪れた人数

新潟市内の観光地点及び行催事・ イ ベ
ン ト に訪れた人数を 観光地点の管理者、
行催事・ イ ベン ト の実施者等に四半期
ごと に報告を 求め集計し た値

令和6 年に、 新型コ ロ ナウイ ルス 感染
症拡大前の水準（ 令和元年： 1 ,8 6 5 万
人） まで戻し 、 令和1 2 年に過去最高と
なる2 ,0 4 5 万人を 目標と する。

観光庁　 観光入込客統
計に 関する 共通基準に
基づく 新潟市集計

　 　 　

ア ン ケート の設問に対し て 肯定的な 回
答を し た人の割合

市民全体の半数（ 5 0 ％） 以上が「 国際
的なまち」 だと 思う 状態を 目標と する。
ま た、 外国籍市民について も 同様の上
昇率で7 0 ％まで向上さ せるこ と を 目標
と する。

市民全体は、 新潟市総
合計画成果指標に関す
るアンケート 調査
外国籍市民は、 外国籍
市民アンケート 調査

　 　 　

社会動態における、 県外と の移動理由
別転出入数のう ち「 職業」 を 理由と し
たも の

総合指標「 社会動態」 の転出超過を 解
消する ため、 その大き な要因と なっ て
いる 職業を 理由と し た県外への転出超
過を 縮小するこ と を 目標と する。

新潟県　 新潟県人口移
動調査結果報告

　 　 　  　 　 　 　

県内大学等の新規学卒者で 就職し た者
のう ち、 県内で就職し た者の割合

低下傾向にある県内就職率を 、 平成2 3
年度の6 9 .8 ％程度まで回復さ せる こ と
を 当面の目標と し 、 各年度において前
年度実績以上と するこ と を 目標と する。

新潟労働局　 高等学校・
大学等新規卒業者の職
業紹介状況

　 　 　  　 　 　 　

関係人口の創出につな がる 施策を 通じ
て 新潟市で の暮ら し に興味がある と 答
えた人の割合

対象事業に 参加し た 方が新潟市で の
暮ら し に「 興味を も っ た 」「 やや興味
を も っ た 」 状態にな る こ と を 目指し 、
1 0 0 ％を 堅持するこ と を 目標と する。

担当部署で把握 　 　 　  　 　 　 　
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指標
通番

分野 政策
掲載

ページ
指標名 現状値

中間目標
令和8（ 2 0 2 6 ）年度

最終目標
令和1 2（ 2 0 3 0 ）年度

5 4
分野6
安心・ 安全

政策1 2
生活の安心・
安全

P1 7 8 刑法犯認知件数
3 ,2 3 8 件

（ 令和3 年）
3 ,0 0 0 件

（ 令和8 年）
2 ,8 0 0 件

（ 令和1 2 年）

5 5
5 6

分野6
安心・ 安全

政策1 2
生活の安心・
安全

P1 7 8 交通事故死者数・ 重傷者数

死者数
1 0 人

重傷者数
1 7 6 人

（ 令和3 年）

死者数
1 0 人

重傷者数
1 7 0 人

（ 令和8 年）

死者数
1 0 人

重傷者数
1 7 0 人

（ 令和1 2 年）

5 7
分野6
安心・ 安全

政策1 2
生活の安心・
安全

P1 7 8
日頃から 消費生活において ト
ラ ブ ル回避を 心掛けて いる 市
民の割合

4 9 .3 ％
（ 令和4 年度）

7 0 .0 ％
（ 令和8 年度）

9 0 .0 ％
（ 令和1 2 年度）

5 8
分野6
安心・ 安全

政策1 3
防災・ 消防・
救急

P1 8 3 地震被害想定における死者数
2 ,1 9 9 人

（ 令和4 年度）
1 ,8 3 4 人

（ 令和8 年度）
1 ,4 7 0 人

（ 令和1 2 年度）

5 9
分野6
安心・ 安全

政策1 3
防災・ 消防・
救急

P9 8
P1 8 3

日頃から 災害に対する 備え を
し ている市民の割合

4 7 .8 ％
（ 令和4 年度）

6 3 .9 ％
（ 令和8 年度）

8 0 .0 ％
（ 令和1 2 年度）

6 0
分野6
安心・ 安全

政策1 3
防災・ 消防・
救急

P1 8 3 火災件数
1 2 9 件

（ 令和3 年）
1 2 9 件

（ 令和8 年）
1 2 9 件

（ 令和1 2 年）

6 1
分野6
安心・ 安全

政策1 3
防災・ 消防・
救急

P1 8 3
病院収容所要時間

（ 1 1 9 番通報から 医師引継ぎま
での時間）

4 7 .6 分
（ 令和3 年）

4 7 .6 分
（ 令和8 年）

4 7 .6 分
（ 令和1 2 年）

6 2
分野7
まちづく り ・
イ ンフ ラ

政策1 4
まちづく り

P1 9 0 居住誘導区域に住む人口割合
7 0 .7 9 ％

（ 令和3 年度）
7 1 .1 0 ％

（ 令和8 年度）
7 1 .3 6 ％

（ 令和1 2 年度）

6 3
分野7
まちづく り ・
イ ンフ ラ

政策1 4
まちづく り

P1 9 0
自家用車に頼ら な く て も 移動
し やすいま ち と 思う 市民の割
合

1 6 .9 ％
（ 令和4 年度）

1 9 .0 ％
（ 令和8 年度）

2 1 .0 ％
（ 令和1 2 年度）

6 4
分野7
まちづく り ・
イ ンフ ラ

政策1 4
まちづく り

P7 6
P1 9 0

都心エリ アの平均地価変動率
前年比

＋0 .9 ％
（ 令和4 年）

前年比
＋2 .0 ％

（ 令和5 年～
令和8 年平均）

前年比
＋2 .0 ％

（ 令和5 年～
令和1 2 年平均）

6 5
分野7
まちづく り ・
イ ンフ ラ

政策1 4
まちづく り

P1 9 0
都心部で 以前と 比べ緑が増え
たと 思う 市民の割合

1 7 .4 ％
（ 令和4 年度）

2 1 .0 ％
（ 令和8 年度）

2 5 .0 ％
（ 令和1 2 年度）
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指標の定義・ 説明 目標設定の考え方 データ 出典 関連するS D G s ゴール

市内で1 年間に発生し た刑法等に規定さ
れた犯罪で、 警察において 認知さ れた
件数

令和2 年の人口当た り の犯罪発生件数
が政令指定都市中で最も 低かっ た横浜
市における 発生率を 基に算出し た数値

（ 2 ,8 0 0 件） 以下にするこ と を 目標と す
る。

新潟県警察統計 　 　 　

市内で1 年間に発生し た交通事故による
死亡者及び3 0 日以上の治療を 要する 傷
害を 負っ た者の人数

現状値（ 令和3 年） は新型コ ロ ナウイ
ルス感染症によ り 社会活動が減少し た
影響も あり 例年と 比べて 減少し た が、
その水準を 下回り 、 堅持する こ と を 目
標と する。

新潟県警察統計 　 　 　

ア ン ケート の設問に対し て「 日頃から
心掛けている」 と 回答し た人の割合

策定時点の調査において「 ど ち ら かと
い え ば心掛け て い る 」 と 回答し た 人

（ 4 1 .0 ％） から 「 日頃から 心掛けて い
る 」 と いう 回答を 得る こ と を 目安に、
9 0 ％以上を 目標と する。

新潟市　 総合計画成果
指標に 関する ア ン ケ ー
ト 調査

　 　 　

令和4 年3 月に公表さ れた「 新潟県地震
被害想定調査」 の結果に基づく 新潟市
内の死者数

市において 算出で き る「 建物倒壊によ
る 想定死者数」 を 年5 ％、 8 年で4 0 ％
減少さ せるこ と を 目標と する。

新潟県地震被害想定調
査（ 令和4 年3 月公表）

　 　 　  　 　 　  

ア ン ケート の設問に対し て「 取り 組ん
でいる」 と 回答し た人の割合

策定時点の調査において「 取り 組んで
いる」 と 回答し た人が現状で概ね5 0 ％
である と こ ろ を 、 8 0 ％まで向上さ せる
こ と を 目標と する。

新潟市　 総合計画成果
指標に 関する ア ン ケ ー
ト 調査

　 　 　  　 　 　  

市内で発生し た火災件数

将来推計人口の年齢別構成比や生活実
態の変化から 火災発生要因が変動する
中でも 、 現状値以下を 堅持する こ と を
目標と する。

担当部署で把握 　 　 　

1 1 9 番通報から 救急車で 傷病者を 搬送
し 、 医師に引継ぐ までに要し た時間

高齢化の進展な ど を 背景に救急需要の
増加が見込ま れ、 病院収容所要時間へ
の影響も 想定さ れる 中でも 、 現状値以
下を 堅持するこ と を 目標と する。

担当部署で把握 　 　 　

新潟市の総人口のう ち、 新潟市立地適
正化計画（ 平成2 9 年3 月策定） におい
て 定める 居住誘導区域に住む人口の割
合

人口減少下においても 、 都市と 田園の
バラ ン ス の取れた ま ち づく り を 進め、
国立社会保障・ 人口問題研究所の将来
推計人口を ベース に緩やかに居住の誘
導を 図るこ と を 目標と する。

担当部署で把握 　 　 　

ア ン ケート の設問に対し て 肯定的な 回
答を し た人の割合

人口減少の進行によ り バス 等の公共交
通利用者が減少し 、 運行便数の減少等
が想定さ れる 中で も 、 前々回調査（ 平
成2 5 年度） 時点の水準まで向上さ せる
こ と を 目標と する。

新潟市　 市政世論調査 　 　 　  　 　 　 　

都心4 地点（ 米山3 、 東大通1 、 万代4 、
古町6 ） の地価変動率（ 前年比） の平均
値
米山3 、 東大通1 ： 地価公示（ 国土交通
省実施： 1 月1 日時点）
万代4 、 古町6： 地価調査（ 新潟県実施：
7 月1 日時点）

過去5 年の都心エリ ア4 地点の地価変動
率は、 5 年平均で 1 ％未満と な っ て い
る。 ま た、 市内の最高地価地点（ 東大
通1 ） の過去5 年の変動率は最大で も
1 .9 ％と なっ ている。
上記よ り 、 都心エ リ ア の地価を 全体的
に底上げする た め、 最大変動率1 .9 ％
を 上回る 2 .0 ％ま で 向上さ せて いく こ
と を 目標と する。

国土交通省　 地価公示
新潟県　 地価調査

　 　 　  　 　 　  

ア ン ケート の設問に対し て 肯定的な 回
答を し た人の割合

策 定 時 点 の 調 査 に お い て、 肯 定 的
な 回 答 が5 人 に 1 人 未 満 だ っ た 状 況

（ 1 7 .4 ％） から 、 4 人に1 人（ 2 5 ％） 以
上まで向上さ せるこ と を 目標と する。

新潟市　 総合計画成果
指標に 関する ア ン ケ ー
ト 調査
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指標
通番

分野 政策
掲載

ページ
指標名 現状値

中間目標
令和8（ 2 0 2 6 ）年度

最終目標
令和1 2（ 2 0 3 0 ）年度

6 6
分野7
まちづく り ・
イ ンフ ラ

政策1 4
まちづく り

P7 6
P1 9 0

港、 空港、 新潟駅、 高速道路
な ど の広域交通イ ン フ ラ の利
便性が以前と 比べて 向上し て
いると 思う 市民の割合

3 1 .1 ％
（ 令和4 年度）

3 5 .6 ％
（ 令和8 年度）

4 0 .0 ％
（ 令和1 2 年度）

6 7
分野7
まちづく り ・
イ ンフ ラ

政策1 4
まちづく り

P1 9 0
住宅が安心・ 安全で 快適で あ
ると 思う 市民の割合

7 5 .2 ％
（ 令和4 年度）

7 8 .7 ％
（ 令和8 年度）

8 2 .1 ％
（ 令和1 2 年度）

6 8
分野7
まちづく り ・
イ ンフ ラ

政策1 4
まちづく り

P1 9 0
身近な 公園について、 安心・
安全で 快適に利用で き る と 思
う 市民の割合

5 5 .6 ％
（ 令和4 年度）

5 8 .0 ％
（ 令和8 年度）

6 0 .0 ％
（ 令和1 2 年度）

6 9
分野7
まちづく り ・
イ ンフ ラ

政策1 5
イ ンフ ラ

P9 8
P1 9 5

道路（ 橋を 含む） が適切に整
備・ 管理さ れて いる と 思う 市
民の割合

5 9 .9 ％
（ 令和4 年度）

6 1 .6 ％
（ 令和8 年度）

6 3 .3 ％
（ 令和1 2 年度）

7 0
分野7
まちづく り ・
イ ンフ ラ

政策1 5
イ ンフ ラ

P1 9 5
一人当たり 年間平均断水・ 濁
水時間

1 .1 0 時間
（ 令和3 年度）

0 .0 0 時間
（ 令和8 年度）

0 .0 0 時間
（ 令和1 2 年度）

7 1
分野7
まちづく り ・
イ ンフ ラ

政策1 5
イ ンフ ラ

P1 9 5 浸水対策率
7 3 .4 ％

（ 令和3 年度）
7 7 .7 ％

（ 令和8 年度）
7 9 .9 ％

（ 令和1 2 年度）

7 2
分野7
まちづく り ・
イ ンフ ラ

政策1 5
イ ンフ ラ

P1 9 5 汚水処理人口普及率
9 0 .3 ％

（ 令和3 年度）
9 3 .5 ％

（ 令和8 年度）
9 5 .7 ％

（ 令和1 2 年度）

7 3
分野8
環境

政策1 6
環境

P9 5
P2 0 2

市域から 排出さ れる 温室効果
ガ ス の削減 量（ 平成2 5 年度
比）

△1 8 .8 ％
（ 平成3 0 年度）

現状値より 削減
国の削減目標

（ △4 6 ％） 以上

7 4
分野8
環境

政策1 6
環境

P9 5
P2 0 2

1 人1 日当たり ごみ総排出量
9 7 8 g

（ 令和3 年度）
9 6 8 g

（ 令和8 年度）
9 4 8 g

（ 令和1 2 年度）

7 5
分野8
環境

政策1 6
環境

P2 0 2
市内の陸域における 生物多様
性保全に資する地域の割合

1 1 .8 ％
（ 令和3 年度）

1 3 .4 ％
（ 令和8 年度）

1 5 .0 ％
（ 令和1 2 年度）

7 6
分野8
環境

政策1 6
環境

P2 0 2
新潟市の生活環境における 大
気・ 水・ 音な ど の状況が良好
だと 思う 市民の割合

7 6 .8 ％
（ 令和4 年度）

7 8 .4 ％
（ 令和8 年度）

8 0 .0 ％
（ 令和1 2 年度）
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指標の定義・ 説明 目標設定の考え方 データ 出典 関連するS D G s ゴール

ア ン ケート の設問に対し て 肯定的な 回
答を し た人の割合

策定時点の調査において、 肯定的な 回
答の割合が最も 高かっ た 年齢層の数
値（ 1 8 ～2 9 歳、 3 7 .4 ％） を 上回り 、
4 0 ％ま で 向上さ せる こ と を 目標と す
る。

新潟市　 総合計画成果
指標に 関する ア ン ケ ー
ト 調査

　 　 　  　 　 　 　

ア ン ケート の設問に対し て 肯定的な 回
答を し た人の割合

策定時点の調査において「 ど ち ら かと
い え ばそ う 思わな い 」 と 回答し た 人

（ 1 3 .9 ％） のう ち 半分程度から 肯定的
な回答を 得る こ と を 目安に、 8 2 .1 ％以
上を 目標と する。

新潟市　 総合計画成果
指標に 関する ア ン ケ ー
ト 調査

　 　 　

ア ン ケート の設問に対し て 肯定的な 回
答を し た人の割合

策定時点の調査において否定的な回答
を し た人（ 2 6 .1 ％） のう ち 一部から 肯
定的な回答を 得る こ と を 目安に、 6 0 ％
以上を 目標と する。

新潟市　 総合計画成果
指標に 関する ア ン ケ ー
ト 調査

　 　 　

ア ン ケート の設問に対し て 肯定的な 回
答を し た人の割合

道路施設は高度経済成長期の頃に整備
さ れたも のが多く 、 今後は整備後5 0 年
を 超え る 施設が増加する 中でも 、 現状
値を 上回り 、 過年度の市政世論調査で
得ら れた 上昇値（ 3 .4 ％） を 目安に向
上さ せるこ と を 目標と する。

新潟市　 総合計画成果
指標に 関する ア ン ケ ー
ト 調査

　 　 　  　 　 　  

現在給水人口に対する断水・ 濁水時間

水道事業における「 安定給水の確保」
は生活に直結する 最も 重要な責務で あ
る こ と から 、 予定外の断水・ 濁水の発
生を ゼロに抑えるこ と を 目標と する。

担当部署で把握 　 　 　  　 　 　 　

平成1 0 年8 月4 日豪雨の際に床上浸水し
た件数のう ち、 概ね1 0 年に1 回の降雨
に対応し た整備が完了し た区域内にあ
る件数の割合

浸水被害の軽減に向け、 緊急度が高い
地区を 優先的に整備を 進め、 概ね8 割
の達成を 目標と する。

担当部署で把握 　 　 　  　 　 　 　

行政区域内の総人口に対し て、 汚水処
理施設（ 下水道、 合併処理浄化槽） に
より 汚水を 処理でき る人口の割合

下水道と 合併処理浄化槽の役割分担に
よ る 総合的な汚水処理を 進め、 現状及
び今後の事業規模を 踏まえて9 5 .7 ％ま
で向上さ せるこ と を 目標と する。

担当部署で把握 　 　 　  　 　 　  

産業、 家庭、 運輸な ど の各部門から 排
出さ れる温室効果ガス排出量の合計

国において、 2 0 5 0 年のカ ーボンニュ ー
ト ラ ル の 実 現 に 向 け、 2 0 3 0 年 度 に
2 0 1 3 年度比で4 6 ％削減する こ と を 目
標と し て掲げて いる こ と から 、 本市に
おいて も 同様の削減率を 目指すこ と を
目標と する。

都道府県別エ ネ ルギー
消費統計（ 資源エ ネ ル
ギー庁）、 住民基本台帳
に 基づく 人口・ 人口動
態及び世帯数（ 総務省）、
自動車燃料消費量調査

（ 国土交通省） 等から 新
潟市推計

　 　 　  　 　 　 　

新潟市内における 家庭系ご み排出量と
事業系ご み排出量の合計を、 新潟市の
総人口と 年間日数で割っ たも の

循環型社会の構築を さ ら に進め、 策定
時点と 比べて3 ％以上減少さ せる こ と
を 目標と する。

担当部署で把握 　 　 　  　 　 　  

「 国定公園な ど の保護地域＋保護地域
以外で 生物多様性保全に 資す る 地域

（ OECM）」 の市内の陸域（ 内陸水域含
む） における面積割合

政令指定都市のよ う な 大都市で あり な
がら 、 自然豊かな 環境を 併せ持つ都市
と し て、 国・ 県・ 民間企業等と 連携し
ながら 、 1 5 ％以上に向上さ せるこ と を
目標と する。

担当部署で把握 　 　 　  　 　 　 　

ア ン ケート の設問に対し て 肯定的な 回
答を し た人の割合

今後も 良好な 生活環境の確保に努め、
身近な 環境についての市民の高い評価
レ ベルを さ ら に引き 上げ、 8 0 ％以上に
するこ と を 目標と する。

新潟市　 総合計画成果
指標に 関する ア ン ケ ー
ト 調査
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指標
通番

分野 政策
掲載

ページ
指標名 現状値

中間目標
令和8（ 2 0 2 6 ）年度

最終目標
令和1 2（ 2 0 3 0 ）年度

7 7
持続可能な
行財政運営

1
行政運営

P2 0 9 市政情報の取得満足度
4 1 .3 ％

（ 令和4 年度）
4 6 .0 ％

（ 令和8 年度）
5 0 .0 ％

（ 令和1 2 年度）

7 8
持続可能な
行財政運営

1
行政運営

P2 0 9
市民の声を し っ かり と 聴く 体
制が整っ て いる と 思う 市民の
割合

2 8 .0 ％
（ 令和4 年度）

3 8 .4 ％
（ 令和8 年度）

4 8 .4 ％
（ 令和1 2 年度）

7 9
持続可能な
行財政運営

1
行政運営

P2 0 9 民間活力導入効果額
ー

（ 令和4 年度）

1 ,9 8 8 百万円
（ 令和5 年度～
令和8 年度累計）

2 ,1 6 0 百万円
（ 令和5 年度～

令和1 2 年度累計）

8 0
持続可能な
行財政運営

1
行政運営

P2 0 9
行政サービ ス のデジ タ ル化に
よ り 、 利便性が向上し たと 思
う 市民の割合

3 4 .6 ％
（ 令和4 年度）

4 3 .3 ％
（ 令和8 年度）

5 2 .0 ％
（ 令和1 2 年度）

8 1
持続可能な
行財政運営

1
行政運営

P2 0 9 仕事に対する職員満足度
4 7 .5 ％

（ 令和4 年度）
5 3 .8 ％

（ 令和8 年度）
6 0 .0 ％

（ 令和1 2 年度）

8 2
持続可能な
行財政運営

2
財政運営

P2 1 5 将来負担比率
1 2 4 .0 ％

（ 令和3 年度）
毎年度低減

（ 令和8 年度）
毎年度低減

（ 令和1 2 年度）

8 3
持続可能な
行財政運営

2
財政運営

P2 1 5
公共施設の維持管理運営コ ス
ト

9 1 8 億円
（ 令和2 年度）

8 9 8 億円
（ 令和7 年度）

8 6 1 億円
（ 令和1 1 年度）

8 4
持続可能な
行財政運営

3
多様な主体
と の連携

P2 2 0
SDG sの達成に向けて 具体的
に取り 組んでいる市民の割合

2 0 .0 ％
（ 令和4 年度）

3 7 .5 ％
（ 令和8 年度）

5 5 .0 ％
（ 令和1 2 年度）

8 5
8 6

持続可能な
行財政運営

3
多様な主体
と の連携

P2 2 0

地域団体、 民間事業者、 学校
など多様な主体と の協働数

（ 全体・ う ち 区役所が進めた取
組数）

全体
6 4 4 件

う ち区役所
1 9 6 件

（ 令和3 年度）

全体
1 ,0 0 0 件

う ち区役所
3 0 0 件

（ 令和8 年度）

全体
1 ,3 0 0 件

う ち区役所
4 0 0 件

（ 令和1 2 年度）

8 7
持続可能な
行財政運営

3
多様な主体
と の連携

P2 2 0
新潟広域都市圏構成市町村と
の連携数

4 8 件
（ 令和4 年度）

5 0 件
（ 令和8 年度）

5 5 件
（ 令和1 2 年度）
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指標の定義・ 説明 目標設定の考え方 データ 出典 関連するS D G s ゴール

市政世論調査において、「 新潟市の市政
や暮ら し 、 イ ベン ト な ど に関する 情報
を 十分に得て いる か」 と いう 設問に対
し 、「 十分に得ている」 又は「 得ている」
と 回答し た人の割合

生活者のメ ディ ア 利用が変化する な か
でも 市民の半数（ 5 0 ％） 以上が市政情
報を 「 十分得ている」 又は「 得ている」
状態を 目標と する。

新潟市　 市政世論調査 　 　 　

ア ン ケート の設問に対し て 肯定的な 回
答を し た人の割合

策定時点の調査において「 ど ち ら かと
い え ばそ う 思わな い 」 と 回答し た 人

（ 2 0 .4 ％） から 肯定的な 回答を 得る こ
と を 目安に、4 8 .4 ％以上を 目標と する。

新潟市　 総合計画成果
指標に 関する ア ン ケ ー
ト 調査

　 　 　  　 　 　 　

令和4 年度を 基準と し 毎年度の効果額を
積み上げ

指定管理者制度導入によ る 管理経費削
減額、 外部委託によ る 事業費・ 人件費
等の削減額及びP FI手法を 導入を し た
場合のVFM効果額（ 従来方式と 比べた
削減額） の合計値を 目標と する。

担当部署で把握 　 　 　  　 　 　 　

ア ン ケート の設問に対し て 肯定的な 回
答を し た人の割合

策定時点の調査において「 ど ち ら かと
い え ばそ う 思わな い 」 と 回答し た 人

（ 1 7 .4 ％） から 肯定的な 回答を 得る こ
と を 目安に、 5 2 ％以上を 目標と する。

新潟市　 総合計画成果
指標に 関する ア ン ケ ー
ト 調査

　 　 　

自己申告書の「 仕事に対する 満足度」
の項目において 十分満足ま たは概ね満
足と 回答し た職員の割合（ 主幹以下の
職員を 対象）

よ り 良い行政サービ ス を 提供し ながら
持続可能な 行財政運営に繋げる た め、
仕事に対する 満足度が高い職員の割合
を 6 割ま で 向上さ せる こ と を 目標と す
る。

担当部署で把握 　 　 　  　 　 　 　

地方公共団体の一般会計等が現在抱え
ている負債の大き さ を指標化し たも の

将来世代に過度な 負担を 強いる こ と の
な いよ う に財政運営を 行う ため、 将来
負担比率を 毎年度低減さ せる こ と を 目
標と する。

担当部署で把握 　 　 　

新潟市財産白書対象施設の年間の管理
運営費用の合計

存廃の方向性が決定し ている 施設およ
び経営改善によ る 運営経費の削減効果
を 見込んだ金額を 目標と する。

（ 光熱水費や修繕費等、 支出を 構成する
一部の費目について、 公表さ れて いる
物価変動指数等を 用いて中間目標値時
点まで補正を 適用する）

新潟市財産白書  　 　 　

ア ン ケート の設問に対し て 肯定的な 回
答を し た人の割合

SD G sは令和1 2 年（ 2 0 3 0 年） ま で の
目標で ある こ と から 、 最終年度におい
て市民の半数（ 5 0 ％） 以上が具体的に
取り 組んでいる状態を 目標と する。

新潟市　 総合計画成果
指標に 関する ア ン ケ ー
ト 調査

　 　 　  　 　 　 　

各部署が多様な 主体と 協働で 行っ た事
業等およ び区の課題解決に向け区役所
が地域団体な ど 多様な 主体と 協働で 進
めた取組の数を 集計し たも の

令和5 年度に新型コ ロ ナウイ ルス 感染
拡大前の水準に回復さ せ、 そ の後は、
感染拡大前の伸び率5 ％ /年の1 .5 倍と
なる7 .5 ％ /年のペースで増加さ せ、 最
終年度に全体で1 ,3 0 0 件（ う ち 区役所
4 0 0 件） を達成するこ と を 目標と する。

新潟市　 多様な 主体と
の協働に関する調査

　 　 　

構成市町村と 連携し て 取り 組んだ事業
数

事務事業のスク ラ ッ プ ＆ビ ルド 等によ
り 、 経年での連携事業の新陳代謝が見
込ま れる 中でも 、 過去最も 多かっ た令
和2 年度（ 5 4 件） と 同等以上の連携事
業数を 目標と する。

新潟広域都市圏ビ ジ ョ
ン（ 別冊）
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総合計画の策定にあたり 、 市民の意見を 幅広く 取り 入れる ため、 アン ケート やワーク ショ ッ プなど市民参

加の機会を 設けまし た。 また、 市議会や総合計画審議会での審議、 区自治協議会
＊1

と の意見交換などを 通じ 、

多様な世代・ 立場の方から 多く のご意見を いただき まし た。

＊1  市民自治の推進を図るために、 区民等と 市をつなぐ 「 協働の要」 と し て平成1 9 （ 2 0 0 7 ） 年度に各区に設置さ れた市長の附属機関のこ と 。

３ 総合計画の策定経過

 1 策定体制・ 策定の流れ

令和3 年度
令和4 年度

4 月 5 月 6 月 7 月

市議会
（ 総合計画特別委員会）

新潟市
（ 総合計画策定推進本部）

市民意見聴取・
市民向け説明

総合計画審議会

各区「 市長と

すま いる ト ー

ク 」 で説明

各区自治

協議会で

経過報告

総
合
計
画
（
基
本
構
想
・
基
本
計
画
）

　
素
案
公
表

諮
問

素
案
に
反
映

本委員会 本委員会
本委員会・ 分科会

市長あて議会意見

第6 回
本部会議

第5 回
本部会議

パブリ ッ ク

コ メ ント

素案
説明

総合計画（ 基本構想・ 基本計画）

素案の作成

■現状・ 課題の整理

○「 にいがた未来ビジョ ン」 の

こ れまでの取り 組みと 今後の課題

○新潟市の現状データ 集

○新潟市版「 地域の未来予測」

■アンケート

○市民アンケート

○LIN E・ イ ンタ ーネッ ト アン ケート

○団体アンケート

○市外在住者アン ケート

■ワーク ショ ッ プ

○みんなで新潟市のミ ラ イ を かたる ワー

ク ショ ッ プ

○パパママのまち づく り ワーク ショ ッ プ

○学生が描き 、 創る 未来の新潟市ワーク

ショ ッ プ

○区自治協議会ワーク ショ ッ プ

■その他

○市内中学・ 高校生政策提案

意見
反映

方向性方向性
説明説明

現状・ 課題、各種データ 、

市民意見聴取結果説明
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策定体制

市民

アン ケート
ワーク ショ ッ プ
中高生の政策提案
パブリ ッ ク コ メ ント

ほか

新潟市
（ 総合計画策定推進本部）

本部長　 　 市長

副本部長　 副市長、 教育長、

　 　 　 　 　 水道事業管理者

本部員　 　 部長・ 区長等

市議会

意見

説明

区自治協議会
報告

意見

総合計画審議会
諮問

答申

報告・ 提案

意見・ 議決

令和4 年度
令和5 年度

8 月 9 月 1 0 月 1 1 月 1 2 月 1 月 2 月 3 月

総合計画（ 基本構想・ 基本計画）

素案の修正

総合計画審議会
○全体会（ 2 回）

○部会（ 第１ ～第４ 部会ご

と に４ 回）

答
申

基
本
構
想
・
基
本
計
画

　
成
案

素
案
に
反
映

素
案
に
反
映

本委員会
本委員会

・ 分科会

新年度

予算案

提案

本委員会

実施計画を

基に新年度

予算案を 編成

基本計画を

基に実施計画

を 作成

第7 回
本部会議

成果指標に

関する市民

アンケート

市民向け「 新潟市

の未来を 語るシン

ポジウム」

総合計画と

今後の施策

に つ い て、

市民向けに

情報発信

進捗
説明

目標設定
説明

議案提案
全会一致で可決

新
潟
市
総
合
計
画
２
０
３
０
ス
タ
ー
ト

新年度

予算案

採決

策

定

策

定

第8 回
本部会議

実
施
計
画

　
成
案
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総合計画の策定を 総合的かつ効果的に推進する ため、 市長を 本部長と する 新潟市総合計画推進本部を 設置

し まし た。 本部会議を 適宜開催し 、 策定にあたっ ての考え方やスケジュ ールを 共有し ながら 全庁体制で策定

作業を 進めまし た。

構成

本部長 市長

副本部長 副市長、 教育長、 水道事業管理者

本部員

政策企画部長、統括政策監、 市民生活部長、危機管理防災局長、文化スポーツ部長、 観光・

国際交流部長、環境部長、福祉部長、こ ども 未来部長、保健衛生部長（ 医療介護連携担当）、

経済部長、 農林水産部長、 理事（ 都心のまち づく り 担当）、 都市政策部長、 建築部長、 土

木部長、 下水道部長、 総務部長、 財務部長、 財産経営推進担当部長、 区長、 会計管理者、

議会事務局長、 消防局長、 教育次長、 水道局経営企画部長、 市民病院事務局長

オブザーバー
市選挙管理委員会事務局長、 人事委員会事務局長、 監査委員事務局長、 農業委員会事務局

長、 東京事務所長、 税務監、 政策監、 秘書課長、 総務課長、 財務企画課長、 広報課長

事務局 政策企画部政策調整課

会議開催状況

開催回数 開催日 会議内容

第１ 回 令和３ 年 ５ 月3 1 日 次期総合計画策定について

第２ 回 　 　 　 　 ７ 月 ６ 日 次期総合計画策定スケジュ ール等について

第３ 回 　 　 　 　 1 0 月 ４ 日 市民参加事業スケジュ ール等について

第４ 回 令和４ 年 ２ 月 ７ 日 次期総合計画の基本的考え方等について

第５ 回 　 　 　 　 ４ 月 １ 日 総合計画特別委員会の説明資料等について

第６ 回 　 　 　 　 ５ 月3 0 日
次期総合計画策定スケジュ ールについて

総合計画審議会について

第７ 回 　 　 　 　 1 1 月1 8 日 次期総合計画策定にかかる今後の日程等について

第８ 回 令和５ 年 ２ 月 ７ 日 新潟市総合計画2 0 3 0 の推進にかかる今後の日程等について

 2 総合計画策定推進本部

総合計画策定推進本部会議の様子
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新潟市議会の議決に付すべき 事件に関する 条例によ り 、 総合計画のう ち 基本構想及び基本計画の策定にあ

たっ ては市議会の議決を 経るこ と と さ れています。

市議会では、 総合計画の策定にかかわる 調査研究を 行う ため、 議長を 除く 全ての議員で構成する 総合計画

特別委員会を 設置し まし た。

特別委員会では、 テーマごと に4 つの分科会に分かれて執行部から 説明を 受け、 委員間討議を 重ねまし た。

討議を 経て集約さ れた意見を も と に総合計画策定における 市議会の意見と し て市長に対し て申し 入れを 行っ

たほか、 その後も 調査研究を 重ね、 最終的に、 令和４ 年1 2 月定例会において議案提案さ れた総合計画の成案

について全会一致で可決し まし た。

委員構成

委員長 金子　 益夫　 議員

副委員長 佐藤　 誠　 議員 

委員

市民活躍・ 持続可能な行財政運営分科会

◎委員長　 加藤　 大弥　 議員　 　 〇副委員長　 内山　 航　 議員

阿部　 松雄　 議員、 田村　 要介　 議員、 小野　 照子　 議員、 東村　 里恵子　 議員、

倉茂　 政樹　 議員、 高橋　 聡子　 議員、 志賀　 泰雄　 議員、 高橋　 三義　 議員、

青木　 学　 議員、 小泉　 仲之　 議員、 佐藤　 耕一　 議員

経済活力・ 交流促進分科会

◎委員長　 渡辺　 有子　 議員　 　 〇副委員長　 荒井　 宏幸　 議員

水澤　 仁　 議員、 吉田　 孝志　 議員、 佐藤　 正人　 議員、 保苅　 浩　 議員、 豊島　 真　 議員、

風間　 ルミ 子　 議員、 小柳　 聡　 議員、 佐藤　 誠　 議員、 内山　 幸紀　 議員、 中山　 均　 議員

子育て教育・ 暮ら し 安心分科会

◎委員長　 小野　 清一郎　 議員　 　 〇副委員長　 松下　 和子　 議員

佐藤　 豊美　 議員、 栗原　 学　 議員、 伊藤　 健太郎　 議員、 高橋　 哲也　 議員、

土田　 真清　 議員、 飯塚　 孝子　 議員、 細野　 弘康　 議員、 串田　 修平　 議員、

石附　 幸子　 議員、 深谷　 成信　 議員

環境保全・ まちづく り 分科会

◎委員長　 平松　 洋一　 議員　 　 〇副委員長　 竹内　 功　 議員

金子　 益夫　 議員、 佐藤　 幸雄　 議員、 皆川　 英二　 議員、 美の　 よし ゆき 　 議員、

林　 龍太郎　 議員、 小林　 弘樹　 議員、 五十嵐　 完二　 議員、 宇野　 耕哉　 議員、

小山　 進　 議員、 志田　 常佳　 議員

 3 市議会総合計画特別委員会
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委員会開催状況

開催日程 本委員会・ 分科会 会議内容

令和４ 年 ３ 月 ３ 日 本委員会 委員長・ 副委員長の互選

　 　 　 　 ３ 月1 7 日 本委員会・ 分科会

にいがた未来ビジョ ンのこ れまでの取り 組みと 今後の課題、 次

期総合計画策定にかかる 市民参加事業の結果、 新潟市の現状

データ 集、 新潟市版「 地域の未来予測」 について

正副分科会委員長の互選

　 　 　 　 ４ 月1 1 日 本委員会・ 分科会

次期総合計画の基本的な考え方について

テーマごと のこ れまでの取組と 成果、 新潟市の現状と 課題、 今

後の方向性、 成果指標について

　 　 　 　 ４ 月1 5 日 分科会 委員間討議（ １ ）

　 　 　 　 ４ 月2 0 日 分科会 委員間討議（ ２ ）

　 　 　 　 ４ 月2 7 日 分科会 委員間討議（ ３ ）

　 　 　 　 ５ 月1 2 日 分科会 意見集約

　 　 　 　 ５ 月2 3 日 本委員会 市長への申し 入れ（ 意見） 内容について

　 　 　 　 ６ 月1 3 日 本委員会
次期総合計画策定に向けた審議会への諮問案（ 総合計画素案）

について

　 　 　 　 9 月 ６ 日 本委員会 総合計画審議会及びパブリ ッ ク コ メ ント の中間報告について

　 　 　 　 1 1 月 １ 日 本委員会・ 分科会 成果指標の目標値設定等について

　 　 　 　 1 2 月1 9 日 本委員会
議案第8 9 号「 新潟市基本構想及び基本計画を 定める こ と につ

いて」 議案審査

　 　 　 　 1 2 月2 0 日 本委員会
議案第8 9 号「 新潟市基本構想及び基本計画を 定める こ と につ

いて」 意見・ 要望・ 採決

総合計画特別委員会分科会の様子 市議会議長が市長に対し て意見書を提出する様子
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総合計画審議会は新潟市附属機関設置条例に基づき 、 総合計画策定の際に設置さ れる機関です。

学識経験者のほか、 各分野で活動する 団体の代表、 地域の代表、 公募市民など 、 幅広い分野から 委員を 選

任し 、 総合計画素案の内容について、 ４ つの部会に分かれて審議し まし た。

主な審議内容

全体会

第１ 回全体会（ 令和４ 年６ 月2 8 日）

　 ・ 諮問

　 ・ 審議方法及び審議日程

　 ・ にいがた未来ビ ジョ ン振り 返り

　 ・ 総合計画素案説明

第２ 回全体会（ 令和４ 年9 月2 9 日）

　 ・ 各部会審議概要報告

　 ・ 答申案審議

部会

第１ 部会 第２ 部会 第３ 部会 第４ 部会

第１ 回部会（ ７ 月８ 日）

・ 重点戦略４

・ 分野２ 　 文化・ スポーツ

第１ 回部会（ ７ 月７ 日）

・ 重点戦略３

・ 分野５ 　 産業・ 交流

第１ 回部会（ ７ 月1 2 日）

・ 重点戦略６

・ 分野４ 　 健康・ 福祉

第１ 回部会（ ７ 月1 1 日）

・ 重点戦略9

・ 分野８ 　 環境

第２ 回部会（ ７ 月2 8 日）

・ 持続可能な行財政運営

第２ 回部会（ ７ 月2 5 日）

・ 重点戦略２

・ 重点戦略８

・ 分野５ 　 産業・ 交流

第２ 回部会（ ７ 月2 5 日）

・ 分野３ 　 子育て・ 教育

第２ 回部会（ ７ 月2 7 日）

・ 分野６ 　 安心・ 安全

第３ 回部会（ ８ 月2 2 日）

・ 重点戦略６

・ 分野１ 　 市民活躍

第３ 回部会（ ８ 月1 7 日）

・ 重点戦略４

・ 重点戦略５

・ 分野５ 　 産業・ 交流

第３ 回部会（ ８ 月2 4 日）

・ 重点戦略７

・ 分野３ 　 子育て・ 教育

第３ 回部会（ ８ 月1 9 日）

・ 重点戦略１

・ 重点戦略1 0

・ 分野７

　 まちづく り ・ イ ンフ ラ

第４ 回部会（ 9 月２ 日）

・ 答申案の確認

第４ 回部会（ 9 月１ 日）

・ 答申案の確認

第４ 回部会（ 9 月５ 日）

・ 答申案の確認

第４ 回部会（ 9 月１ 日）

・ 答申案の確認

 4 総合計画審議会

総合計画審議会全体会・ 部会の様子
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答申書（ 前文）

大合併により 「 都市と 田園が調和する都市」 と し て、 大き な強みを 得た新潟市は、 平成1 9 年４ 月に政令

指定都市と し て新たなスタ ート を 切り 、 今年で1 5 年を 迎えま し た。 こ れまで築いてき た安心安全を 土台

に、 未来に向かっ て着実に歩みを 進めてき たと 認識し ています。

一方、 全国的な人口減少、 近年各地で激甚化・ 頻発化する自然災害、 変化する 国際情勢、 新型コ ロ ナウ

イ ルス感染症によ る 社会変化、 デジタ ル化の急速な進展など、 新潟市を 取り 巻く 社会環境は、 大き く 変化

し ています。

大き く 動き 続ける 時代潮流の中で、 こ の素晴ら し い新潟市を 未来に向かっ てさ ら に進化さ せ、 より よ い

形で次の世代に引き 継いでいく こ と が私たち に課せら れた重要な役割です。 次期総合計画は、 明る い未来

を 実現する ため、 将来起こ り 得る 変化や課題を 見据え、 現時点から 取り 組むべき こ と を 私たちに指し 示す

道標と なら なく てはなり ません。

本審議会は、 令和４ 年６ 月2 8 日、 総合計画素案の諮問を 受け、 ４ つの部会を 設置し 、 市民や多様な主体

が中心と なっ たパート ナーシッ プのまち づく り 、 新潟への誇り と 愛着の醸成、 新潟市を 取り 巻く 状況や活

かすべき 強み、 データ や新たな技術の活用と いっ た視点を 踏まえながら 、 専門的な見地や、 地域・ 市民な

どまちづく り の主体と し ての立場に立っ て審議を 重ねてき まし た。

審議にあたっ ては、 新潟市が目指す都市の姿や、 その実現に向けたまち づく り の方向性を わかり やすく

市民や多様な主体と 共有し 、 互いに連携・ 協働し ながら 取り 組んでいく こ と のでき る 計画と なっ ている か

と いう 観点から 検証を 行いまし た。

その上で、 市民一人一人が明るい夢や希望を 持つこ と のでき る、 活力あふれる まち を 築く と と も に、 安

心・ 安全に暮ら せる 豊かな状態でこ のまち を 引き 継いでいける よ う 、 こ れから の新潟市が進むべき 方向性

について、 活発に議論を 重ねてき まし た。

審議の結果、 総合計画素案は、 新潟市の次期総合計画と し てふさ わし い内容であると 評価し ます。

なお、 計画の実施にあたっ ては、 基本構想で掲げた「 みんなで新潟市の強みを 活かし 、 人口減少時代に

躍進する、『 活力あふれるまち づく り 』、『 持続可能なまち づく り 』 を 進めます」 の理念のも と 、「 田園の恵

みを 感じ ながら  心豊かに暮ら せる  日本海拠点都市」 の都市像実現に向け、 あら ゆる 分野の政策を 相互に

つなぎ合わせながら 、 市民や民間事業者など多様な主体と 連携・ 協働し 、 オール新潟市体制で進めていく

よう 要請し ます。

また、 持続可能な行財政運営の確立を 進める と と も に、 新たに設定する 成果指標を 用いて客観的な評価

検証を 行い、 政策効果の最大化と 計画の適正かつ的確な進捗管理に努め、 成果を 市民と 共有し ていく よ う

要請し ます。

こ のほか、 特に留意すべき 点と し てまと めた以下の意見・ 要望を 踏まえ、 新年度から の円滑なスタ ート

を 目指し 、 計画策定を 進めていく よう 、 要請し ます。

答申書提出の様子
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審議会委員名簿

☆印は副会長、 ◎印は部会長、 ○は職務代行者

五十音順・ 敬称略

職名は令和４ 年７ 月時点

委員名 職名等

会長 　 牛木　 辰男 新潟大学　 学長

第
１
部
会

　 五十嵐　 玲子

　 石田　 茂

　 石本　 貴之

　 金子　 洋二

　 西條　 和佳子

○杉原　 名穂子

　 德永　 健一

　 長井　 正雄

◎西原　 康行

　 長谷川　 雪子

　 山崎　 光子

　 渡辺　 裕導

特定非営利活動法人まちづく り 学校　 副代表理事

関東財務局新潟財務事務所　 所長

事業創造大学院大学　 新潟地域活性化研究所　 客員研究員

秋葉区自治協議会　 会長

特定非営利活動法人ワーキングウイ メ ンズアソ シエーショ ン　 常任理事

新潟大学　 人文学部　 准教授

公益財団法人新潟市芸術文化振興財団　 理事長

西蒲区自治協議会　 会長

新潟医療福祉大学　 副学長

新潟大学　 経済科学部　 准教授

新潟県人権擁護委員連合会　 会長

新潟市ソ フ ト ウェ ア産業協議会　 会長

第
２
部
会

○池田　 のり こ

　 遠藤　 仁

　 神林　 正浩

　 北川　 裕子

◎小宮山　 智志

　 志田　 智代子

☆福田　 勝之

　 古津　 瑛陸

　 星　 亜矢子

　 山際　 輝久

　 吉田　 至夫

新潟公共職業安定所　 職業紹介第１ 部門　 統括職業指導官

一般社団法人日本旅行業協会　 関東支部　 新潟県地区委員会　 委員長

全国農業協同組合連合会新潟県本部　 担い手・ 営農支援部　 部長

中央区自治協議会　 委員

新潟国際情報大学　 経営情報学部　 准教授

新潟県社会保険労務士会新潟支部

新潟商工会議所　 会頭

公募委員

株式会社ニイ ガタ 移住計画　 取締役

連合新潟地域協議会　 副議長

新潟経済同友会　 代表幹事

第
３
部
会

　 井上　 智美

　 今井　 麻奈美

　 浦野　 正美

〇小池　 由佳

　 古俣　 健

　 小見　 まいこ

　 佐久間　 沙都美

　 佐藤　 恵子

　 長尾　 遼

◎丸田　 秋男

株式会社新潟放送　 執行役員　 編成局長

江南区自治協議会　 委員

一般社団法人新潟市医師会　 会長

新潟県立大学　 人間生活学部子ども 学科　 教授

社会福祉法人　 更生慈仁会　 就労継続支援事業Ｂ 型　 青松ワーク ス　 施設長・ 本部長補佐

特定非営利活動法人みら いずw ork s　 代表理事

北区自治協議会　 委員

東区自治協議会　 副会長

公募委員

新潟医療福祉大学　 社会福祉学部　 教授

第
４
部
会

　 五十嵐　 實

　 大島　 毅

　 大谷　 一男

　 鈴木　 良子

　 須野原　 豊

　 清野　 奈桜美

　 髙橋　 直廣

〇原田　 直樹

◎樋口　 秀

　 丸山　 貴弘

　 和田　 雅彦

日本自然環境専門学校　 校長

株式会社第四北越銀行　 コ ンサルティ ング事業部　 副部長

西区自治協議会　 会長

新潟市防火連合協議会　 婦人防火部長

一般社団法人ウォ ータ ーフ ロント 協会　 会長

公益社団法人新潟県建築士会　 新潟支部

南区自治協議会　 会長

新潟大学　 農学部　 教授

新潟工科大学　 工学部　 教授

公募委員

株式会社日本政策投資銀行新潟支店　 支店長
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総合計画の策定を 進める にあたり 、 多様で 幅広い市民から ご 意見を いただく ため、 アン ケート やワーク

ショ ッ プなどの市民参加事業を 実施し まし た。

アンケート

市民アン ケート

実施期間 令和３ 年1 0 月3 0 日～1 1 月1 2 日

テーマ

１ ． 新潟市の未来に向けて、 力を 入れるべき だと 思う 取組

２ ． 新潟市が進めている主な取組について、 新潟市の未来にと っ ての重要度

３ ． SDGs
＊1

の認知度・ 関心度

対象者 新潟市に住民登録し ている満1 8 歳以上の男女計4 ,0 0 0 人

回答人数 1 ,7 9 3 人

L IN E ・ イ ンタ ーネッ ト アンケート

実施期間 令和３ 年1 1 月2 6 日～1 2 月1 2 日

テーマ 2 0 3 0 年の新潟市がどんなまちになっ ていると よいか

対象者
１ ． LIN E（ 新潟市LIN E公式アカ ウント の市政情報を 受信設定し ている方）

２ ． イ ンタ ーネッ ト （ どなたでも 回答可能）

回答人数 6 2 1 件

 5 市民参加

LIN E・ イ ンタ ーネッ ト アンケート 回答のキーワード （ ワード ク ラ ウド ＊2）

＊1

＊1  Susta ina b le  Deve lopment Goa ls（ 持続可能な開発目標） の略。 より よい社会の実現を目指す2 0 3 0 年までの世界共通の目標で、2 0 1 5 年の「 国

連持続可能な開発サミ ッ ト 」 において1 9 3 の加盟国の全会一致により 採択さ れた。 将来世代のこ と を考えた持続可能な世界を 実現するための1 7

の目標と 1 6 9 のタ ーゲッ ト から 構成さ れている。

＊2  データ の可視化手法の1 つで、 単語を出現頻度に応じ た大き さ で雲状に並べたも の。
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団体アンケート

実施期間 令和３ 年1 0 月2 8 日～1 2 月1 0 日

テーマ 新潟市が持っ ている強みや優位性

対象者 市政に関係する団体（ 8 5 団体）

回答件数 4 7 団体　 6 9 件

市外在住者アンケート

実施期間 令和４ 年２ 月１ 日～２ 月１ 3 日

テーマ 新潟市にあっ てお住まいの地域にない魅力

対象者
１ ． 新潟市サポータ ーズ倶楽部会員

２ ． LIN E（ 新潟市LIN E公式アカ ウント の居住地を 市外に設定し ている方）

回答件数 1 9 件

ワーク ショ ッ プ

みんなで新潟市のミ ラ イ を かたるワーク ショ ッ プ

開催日 令和３ 年1 1 月７ 日

開催場所 新潟ユニゾンプラ ザ

テーマ

１ ． 理想のまち（ あなたにと っ て住み続けたい、 暮ら し 続けたいと 思う まち）

２ ． 新潟市の現状（ 理想のまちと 比べ、 新潟市の現状はどれく ら いか）

３ ． 目指す方向性（ 2 0 3 0 年を 見据え、 新潟市のまちづく り の目指す方向性は）

対象者
多様・ 多世代

（ 転入者、 外国人、 障がいのある人、 勤労者、 農業者、 LGBT
＊1

、 高校生、 大学生、 高齢者など）

参加人数 3 6 人

＊1

＊1  Lesb ia n（ レズビアン） ＝女性同性愛者、 Ga y（ ゲイ ） ＝男性同性愛者、 Bisex ua l（ バイ セク シュ アル） ＝両性愛者、 Transg ender（ ト ラ ンス

ジェ ンダー） ＝体と 心の性に違和感がある人の頭文字をと っ た単語で、 セク シュ アル・ マイ ノ リ ティ （ 性的少数者） の総称のひと つ。
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パパママのまちづく り ワーク ショ ッ プ

開催日 令和３ 年9 月～1 0 月

開催場所 白根児童センタ ー、 子育て応援ひろ ば、 い～てら す、 かめっ こ 広場

テーマ 子育てし やすく 、 希望する子ども の数を かなえら れる 新潟市と なるには

対象者 子育て世帯

参加人数 2 6 人

学生が描き 、 創る未来の新潟市ワーク ショ ッ プ

開催日 令和３ 年1 0 月2 3 日

開催方法 オンラ イ ンワーク ショ ッ プ

テーマ 2 0 3 0 年の新潟市の理想像と その実現のために、 私たちができ るこ と

対象者 大学生、 短大生、 専門学生

参加人数 3 0 人
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区自治協議会ワーク ショ ッ プ

開催日 令和３ 年1 1 月～1 2 月

内容

１ ． 区ビジョ ン基本方針・ まちづく り 計画に基づき 実施し てき た取組の評価

２ ． 現状認識と 将来課題の把握

３ ． 目指す区の方向性の検討

対象者 自治協議会委員

参加人数 2 5 3 人（ ８ 区合計）

市内中学・ 高校生　 政策提案

市内中学・ 高校において、「 新潟市の課題に対する 政策提言」 などを テーマに、 1 年を 通じ て探究活動を 行

いまし た。 活動の成果と し て、 各校の代表者から 政策提案や政策に対するご意見を いただき まし た。

実施年度 令和３ 年度

参加校
高志中等教育学校、 新潟大学附属新潟中学校、 新潟南高等学校、 万代高等学校、 北越高等学

校

参加人数 2 ,0 1 5 人（ ５ 校合計）

政策提案報告会の様子
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シンポジウム

新潟市の未来について考える 機会と し て 、 市民向けシン ポジウムを 開催し まし た。 未来予測を テーマと し

た講演や、 さ まざまな分野で活躍する方々によるパネルディ スカ ッ ショ ンを 実施し まし た。

新潟市の未来を 語るシンポジウム

開催日 令和４ 年9 月1 9 日

開催場所 新潟市民プラ ザ

参加人数 1 1 0 人

内容

第１ 部　 基調講演

　「 2 0 4 0 年の未来予測について」

　 講演者： 一般財団法人　 日本総合研究所　 杉本　 靖　 氏

第２ 部　 パネルディ スカ ッ ショ ン

　「 新潟市が将来にわたっ て活力あふれるまちと なるためには」

　 パネリ スト

　 　 ・ フ ラ ー株式会社　 代表取締役　 渋谷　 修太　 氏

　 　 ・ Inqu iry合同会社　 CEO　 山本　 一輝　 氏

　 　 ・ 株式会社ベジ・ アビオ　 代表取締役　 山﨑　 瑶樹　 氏

　 　 ・ W EBメ ディ ア I'll（ アイ ル） 創設者　 新潟県立大学４ 年生　 渡邊　 朝映　 氏

新潟市総合計画素案を 市民に公表し 、 ご意見を お寄せいただき まし た。

実施期間 令和４ 年６ 月2 0 日～７ 月1 9 日

提出者数 1 3 人

意見数 5 0 件

修正件数 1 8 件

 6 市民意見提出（ パブリ ッ ク コ メ ント ）
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総合計画の策定にあたり 、 こ れまでの総合計画「 にいがた未来ビ ジョ ン 」 の取組の成果と 今後の課題につ

いての整理を 行っ たほか、 新潟市の現状と 将来推計のデータ を 整理し まし た 。 それら 現状と 課題の整理を 踏

まえて、 今後の政策・ 施策の展開について検討し まし た。

「 にいがた未来ビジョ ン」 の
こ れまでの取組と 今後の課題

こ れまでの総合計画「 にいがた未来ビ ジョ ン 」

について、 令和４ 年３ 月時点における、 都市像の

実現に向けた主な取組と 成果、 本市を 取り 巻く 状

況、 今後取り 組むべき 主な課題を 整理し まし た。

新潟市の現状データ 集

幅広い分野の統計データ を 用いて、 新潟市の現状把握や他都市比較を 行いまし た。

新潟市版「 地域の未来予測」

人口減少社会に適応し た持続可能なまち づく り を 進める ため、 総務省が公表し た「 地域の未来予測に関す

る検討ワーキン ググループ報告書（ 令和３ 年３ 月）」 を 参考に、 2 0 4 0 年頃までの将来にかけて新潟市におい

て想定さ れる変化・ 課題について整理し まし た。

上記資料については、 それぞれ新潟市ホームページに掲載し ています。

 7 現状・ 課題の整理

総
論

1

新
潟
市
を

取
り
巻
く
状
況

2

新
潟
市
の
強
み

3

政
策
・
施
策
の

全
体
像

4

重
点
戦
略

5

各
分
野
の

政
策
・
施
策

6

区
に
お
け
る
ま
ち

づ
く
り
の
方
向
性

7

基
本
構
想

附
属
資
料

基
本
計
画

292



新潟市総合計画２ ０ ３ ０

【 編集・ 発行】

新潟市　 政策企画部　 政策調整課
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みなと まち。
みらいまち。

新潟市


